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１．調査要領
(1)調査対象

ア 対象地区 小須戸商工会地区内小規模事業者

イ 調査企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

ウ 回答企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

)

(2)調査対象期間

平成２９年７月～平成２９年１２月

（調査時点　　平成２９年１２月１日）

(3)調査方法

経営指導員等による巡回または窓口によるヒアリング調査

(4)調査対象と回答企業の構成
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２．地域内産業全体の景況概要

【後継者の状況】

【売上高】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【採　算】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【仕入単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【販売（客）単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し
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上昇 不変 低下 上昇 不変 低下 上昇 不変
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不変との回答が７割を超えているが、低下した事業所も見受けられた。今後の見
通しも不変が多くなっているが、低調子が続く中での回答であるため、厳しい状
況である。

顧客の高齢化により売上が減少傾向にあると同時に、事業主の高齢化と後継者不在
の理由で、店舗や設備投資も進められず、廃業が進んでいる。観光資源である町屋
を訪れる観光客は一定数いるものの、地域への経済効果は一部業種にとどまってお
り限定的である。

前年同期比では５割減少となっている。前期比では減少が５割を超えた一方で、
３割が増加となった。しかし、今後の見通しでは、不変または減少との回答が９
割を超えており、売上の増加は実感できていない。

調査対象の内、８割を超える事業所において後継者が不在であり、廃業を考えて
いる事業主が多いと思われる。

前年同期比で悪化が５割を超える中、３割が好転したと回答したものの、前期比
では不変または悪化が８割を占めた。今後の見通しは不変との回答が多く、採算
が悪化したものも含めると先行きは厳しい。

不変との回答が９割を占めた。平成３１年度は消費税の引き上げが予定されてお
り、仕入単価は注視する必要がある。
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【資金繰り】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【雇用動向】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【景況判断】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【経営上の問題点】

悪化 好転 不変

増加 不変 減少 増加 不変

0 17 13 0 21

好転 不変 悪化 好転 不変

前年同期比で４割が悪化、前期比で３割が悪化した。見通しは不変との回答が多
いものの、低調子が続く中での回答であるため、景気の回復は実感できていな
い。
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0 23

前年同期比では６割、前期比では５割が悪化との回答であり、資金繰りは悪化の
傾向にある。見通しも不変との回答が多く、好転する要素もないため厳しい状況
である。

雇用動向に大きな変動は見られない。売上の傾向を踏まえると、現状維持が続く
と思われる。

減少
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悪化

多い順に、需要の停滞、受注・販売競争の激化、人件費以外の経費増加との回答
となった。消費の低迷と同時に競合他社による影響が、売上の伸び悩みの原因と
なっている。
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３．産業別景況概要
（１）製造業

（２）建設業

（３）卸・小売業

（４）サービス業

製造業においては、仕入単価の上昇と販売価格への転嫁難から、資金繰りの悪化
の傾向が見られた。前年同期比で売上と経常利益が好転した事業所もあったもの
の、販売先からの値下げ要請や取引先の減少も見られ、来期の見通しは不透明で
ある。

建築関係業者は地域に新築物件や分譲地があるものの、地元の業者が受注できて
おらず、大手の下請けやリフォームの依頼が多くなっているため売上が減少傾向
にある。
土木関係業者は受注競争が厳しくなっており、公共事業の減少の影響で業績が低
迷している。資金繰りも悪化傾向にあり、先行きは厳しい。

卸・小売業においては、需要の停滞と同時に同業者や大型店等の進出による影響
で売上の減少傾向が見られる。当地区は、隣接する新津地区と白根地区に大きな
商業施設があり、小売業への影響が大きい。地区内の顧客は昔からの固定客であ
り、顧客の高齢化の影響で、売上は減少傾向となっている。卸売業者について
は、取引額が横ばい又は減少傾向にあり景気の回復は感じられない状況である。

地区外からの顧客獲得に成功している事業所もあるが、売上の主体である地区内
顧客が高齢化で減少傾向にあるため、売上の増加にはつながっていない。特に理
美容業や飲食業においては売上・利益とも減少しており、需要の停滞と同時に、
同業者の進出の影響が大きくなっている。




